
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第20号 

答申番号：令和７年度答申第22号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

請求人は、６か月間治療しているのにもかかわらず精神障害者保健福祉手帳

（以下「手帳」という。）が承認されなかったことから、原処分（手帳の不承認

処分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

２ 処分庁の主張の要旨 

  「精神障害者保健福祉手帳の障害等級の判定基準の運用に当たって留意すべき

事項について」（平成７年９月12日付け健医精発第46号厚生省保健医療局精神保

健課長通知）の別紙「精神障害者保健福祉手帳の障害等級判定基準の運用に当

たっての留意事項」（以下「留意事項」という。）において、「精神疾患（機能

障害）の状態の判断は、長期間の薬物治療下における状態で行うことを原則とす

る。」とされており、「能力障害（活動制限）の状態の判断は、治療が行われて

いない状態で判断することは適当ではない。十分に長期間の薬物治療下における

状態で行うことを原則とする。」とされていることから、非該当とする判定は適

当であり、原処分に違法又は不当な点は見当たらない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 原処分は、北海道立精神保健福祉センター（以下「センター」という。）によ

る疑義照会の結果、請求人の主治医（以下「本件主治医」という。）から精神保

健指定医その他精神障害の診断又は治療に従事する医師の診断書（以下「指定医

等診断書」という。）として提出された診断書（以下「本件診断書」という。）

に基づき、センターの審査判定を得た上で行われており、法令等の規定に従い、

適正に行われたものであるから、違法又は不当な点は認められない。 

２ 本件診断書には、「不規則ながら外来通院中」との記載や「2024年６月以降の

受診日は令和６年６月５日、６年12月11日、６年12月25日、令７年１月14日、７

年１月21日。」との記載があるものの、本件診断書の記載内容は令和６年12月13

日時点のものであるため、診断書作成日前の直近の受診日は同月11日であり、そ

れ以前の６か月間には受診がなく、６か月以上通院治療が中断されていたことが

確認できることから、請求人が手帳の更新申請を行った同月19日時点において、



請求人に対し本件主治医による継続した治療が行われていたとは認められない。

また、本件診断書の記載から、同月11日以降は定期的な通院治療が再開されてい

ることは認められるものの、本件診断書は同月13日時点の作成であることから、

本件診断書の作成は６か月以上治療が中断された後の治療再開直後であり、十分

な治療期間を経て日常生活能力の状態が評価されたものであるとは認められな

い。したがって、請求人は長期間の薬物治療下における状態ではないから、本件

診断書は請求人の現在の状態像等や生活状況等が正しく反映されたものである

とは認められない。 

  センターは、以上のような本件診断書の内容から、請求人には通院状況が不規

則となった期間があり、本件診断書の作成以前の６か月間に継続した治療が行わ

れていたことが確認できないことから、十分な治療を継続した状態で障害の程度

を判定できないとして、請求人の手帳について非該当と判定したものであり、こ

うしたセンターの判定に過誤欠落は認められない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、請求人の主張は理由

がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

  

第４ 調査審議の経過 

令和７年10月１日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条

第１項の規定に基づく諮問を受け、同月６日及び同月22日の審査会において、調

査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

手帳の交付は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき都道府県知

事が行うものとされ、同法及び「精神障害者保健福祉手帳制度実施要領について」

（平成７年９月12日付け健医発第1132号厚生省保健医療局長通知）の別紙「精神

障害者保健福祉手帳制度実施要領」によると、手帳の交付の可否及び障害等級の

判定は、指定医等診断書（精神障害に係る初診日から６か月を経過した日以後に

おけるものに限る。）に基づいて都道府県が設置する精神保健福祉センターが

行った判定結果を受けて、都道府県知事が行うこととされ、手帳の更新及び変更

の申請に当たっても同様の取扱いとされている。 

また、留意事項によると、精神疾患（機能障害）の状態の判定に当たっては現

症及び予後の判定を第１とし、次に原因及び経過を考慮することとされ、精神疾

患（機能障害）の状態及び能力障害（活動制限）の状態のどちらの判断に当たっ

ても、現時点の状態のみでなく、おおむね過去２年間の状態、あるいは、おおむ

ね今後２年間に予想される状態も考慮することとされている。加えて、いずれの

判断も、長期間の薬物治療下における状態で行うことが原則とされる。 

そこで本件診断書をみると、令和６年６月から本件診断書作成時点である同年

12月13日までの間の請求人の受診日は、同年６月５日及び同年12月11日の２回の



みであることが認められる。そうすると、請求人の通院治療は６か月以上中断さ

れていることが明らかであり、請求人は長期間の薬物治療下における状態にある

とは認められない。したがって、本件診断書作成以前の６か月間に継続した治療

が行われていたことが確認できないことから、十分な治療を継続した状態におけ

る障害の程度を判定できないとして、請求人の手帳について非該当としたセン

ターの判定とそれを受けて原処分を行った処分庁の判断には、いずれも看過し難

い過誤欠落又は著しく不合理な点はなく、違法又は不当な点は認められない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請求

は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、これ

を是認するものである。 
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